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市第 169 号議案 

   横浜市墓地等の経営の許可等に関する条例の全部改正 

 横浜市墓地等の経営の許可等に関する条例を次のように定める。 

平成23年２月10日提出 

横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市墓地等の経営の許可等に関する条例 

 横浜市墓地等の経営の許可等に関する条例（平成14年12月横浜市

条例第57号）の全部を改正する。 

目次 

第１章 総則（第１条―第３条） 

第２章 墓地等の経営の許可等の手続及び基準（第４条―第13条

） 

第３章 事前協議等（第14条―第21条） 

第４章 計画の公開（第22条―第24条） 

第５章 紛争の解決 

  第１節 紛争の解決の申出等（第25条） 

  第２節 紛争の調整（第26条―第28条） 

  第３節 調停（第29条―第36条） 

第６章 経営管理（第37条・第38条） 

第７章 雑則（第39条―第43条） 

附則 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、墓地、埋葬等に関する法律（昭和23年法律第
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48号。以下「法」という。）第10条の規定による墓地、納骨堂又

は火葬場（以下「墓地等」という。）の経営の許可等に係る基準

、手続等を定めることにより、墓地等の経営が墓地等を経営する

者の下、その使用者の利便性に配慮しつつ、安定的かつ永続的に

行われるとともに、市民生活における墓地等と周辺環境との調和

を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法の例による。 

（計画策定上の配慮事項） 

第３条 法第10条第１項の許可を受けて墓地等を経営しようとする

者、同条第２項の許可を受けて墓地の区域又は納骨堂若しくは火

葬場の施設を変更しようとする者及び第５条第１項の許可を受け

て墓地内の墳墓を設ける区域又は墳墓の数を変更しようとする者

は、当該墓地等に係る計画の策定に当たっては、都市計画法（昭

和43年法律第 100 号）第11条の規定に基づき定められた都市計画

施設の整備の妨げにならないよう努めなければならない。 

第２章 墓地等の経営の許可等の手続及び基準 

（墓地等の経営の許可の申請等） 

第４条 法第10条第１項若しくは第２項又は次条第１項の許可を受

けようとする者は、規則で定めるところにより、市長に申請しな

ければならない。 

２ 法第10条第１項の許可を受けようとする者、墓地の区域の拡張

若しくは納骨堂若しくは火葬場の施設の増築に係る同条第２項の

許可を受けようとする者又は墓地内の墳墓を設ける区域の拡張若

しくは墳墓の数の増加に係る次条第１項の許可を受けようとする
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者（以下「設置等予定者」という。）が行う前項の規定による申

請は、第22条第１項の規定による標識の設置及び第23条第１項の

規定による計画の説明を行った後であって、次のいずれかに定め

る日以降に行わなければならない。 

  (1) 次号に定める場合を除くほか、第24条第１項の規定による適

法な報告を行った日の翌日から起算して30日を経過した日 

  (2) 第22条第１項に規定する周辺住民から第25条第１項の規定に

よる申出があった場合には、第27条の規定により紛争の調整が

終了した日又は第34条第４項の規定により調停の終了の通知が

あった日 

３ 設置等予定者のうち宗教法人法（昭和26年法律第 126 号）第６

条第１項に規定する公益事業としての経営に係る墓地等（火葬場

を除く。以下この項、次条第２項、第14条、第15条第２項並びに

第17条第２項及び第３項において同じ。）についての第１項の規

定による申請を行う宗教法人（同法第４条第２項に規定する宗教

法人をいう。以下同じ。）及び第１項の規定による申請を行う公

益法人（公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（

平成18年法律第49号）第２条第３号に規定する公益法人をいう。

以下同じ。）にあっては、当該申請をする時に規則で定める額を

超える当該墓地等の設置等に係る資金を有していなければならず

、かつ、当該墓地等の設置等に要する費用の一部を借り入れる場

合の借入先は、銀行法（昭和56年法律第59号）第２条第１項に規

定する銀行その他規則で定める金融機関でなければならない。た

だし、市長が特に理由があると認める場合は、この限りでない。 

 （墓地等の経営の許可の変更等） 
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第５条 墓地内の墳墓を設ける区域又は墳墓の数を変更しようとす

る者は、市長の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、前条第３項の規定の適用を受ける設置等予定者に対す

る法第10条第１項若しくは第２項又は前項の許可を行うに当たっ

ては、当該墓地等の設置等に係る財務の状況について、第17条第

１項に規定する横浜市墓地等設置財務状況審査会の意見を聴かな

ければならない。ただし、市長が特に理由があると認める場合は

、この限りでない。 

３ 市長は、前条第１項の規定による申請が同条第２項の規定に基

づき行われた場合並びに同条第３項及び第７条から第12条までの

規定に適合する場合でなければ、法第10条第１項若しくは第２項

又は第１項の許可をすることができない。 

４ 市長は、法第10条第１項若しくは第２項又は第１項の許可に公

衆衛生その他公共の福祉の見地から必要な条件を付することがで

きる。 

（みなし許可に係る届出） 

第６条 法第11条第１項又は第２項の規定により墓地又は火葬場の

新設、変更又は廃止の許可があったものとみなされた墓地又は火

葬場の経営者は、速やかに、その旨を市長に届け出なければなら

ない。 

（墓地等の経営主体） 

第７条 墓地等を経営しようとする者は、次のいずれかに該当する

者でなければならない。ただし、市長が特に理由があると認める

場合は、この限りでない。 

(1) 地方公共団体 
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(2) 宗教法人で、主たる事務所又は従たる事務所を横浜市内に有

し、かつ、当該横浜市内に有する主たる事務所又は従たる事務

所について宗教法人法に基づく登記をした日の翌日から起算し

て当該宗教法人が行う当該経営しようとする墓地等に係る第22

条第２項の規定による届出の日までの期間が規則で定める期間

を経過しているもの 

(3) 墓地等の経営を目的とする公益法人で、主たる事務所又は従

たる事務所を横浜市内に有するもの 

（墓地等の敷地） 

第８条 墓地等の敷地は、当該墓地等を経営しようとする者が自ら

所有する土地でなければならない。ただし、地方公共団体が墓地

等を経営する場合又は市長が特に理由があると認める場合は、こ

の限りでない。 

（墓地の設置場所） 

第９条 墓地の設置場所は、当該墓地が専ら焼骨のみを埋蔵するも

のである場合を除き、学校、公園又は住宅の敷地から墓地の敷地

の境界線までの水平距離が 110 メートル以上であり、公衆衛生上

支障がない土地でなければならない。 

（墓地の構造設備基準） 

第10条 墓地の構造設備基準は、次のとおりとする。ただし、市長

が土地の形状その他特別の事由により、公衆衛生その他公共の福

祉の見地から支障がないと認めるときは、この限りでない。 

(1) 周囲は、塀又は密植した樹木の垣をめぐらし、外部と区画す

ること。 

(2) 都市計画法第７条第２項に規定する市街化区域に墓地を設置
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する場合及び同条第３項に規定する市街化調整区域に面積が10 

 ,000平方メートル未満の墓地を設置する場合は当該墓地の面積

の30パーセント（当該墓地を設置する区域に、既に当該墓地の

面積の50パーセント以上の緑地がある場合は35パーセント）以

上の、同項に規定する市街化調整区域に面積が10,000平方メー

トル以上の墓地を設置する場合は当該墓地の面積の35パーセン

ト（当該墓地を設置する区域に、既に当該墓地の面積の50パー

セント以上の緑地がある場合は40パーセント）以上の緑地を規

則で定める基準に従い、設けること。 

(3) 墳墓の数に0.05を乗じて得た数以上の数の自動車を収容でき

る駐車場を設けること。 

(4) 面積が 3,000 平方メートル以上の墓地にあっては、当該墓地

の駐車場の出入口が幅員 4.5 メートル以上の道路（道路法（昭

和27年法律第 180 号）第３条第２号から第４号までに規定する

道路をいう。）に接していること。 

(5) コンクリート、石等で築造し、又は芝生等を敷いた次に掲げ

る幅員を有する通路を設けるとともに、当該通路に段差がある

場合には、規則で定める構造とすること。 

 ア 専ら墳墓に接する通路にあっては、 1.2 メートル以上の幅

員 

イ  ア以外の主要な通路にあっては、 1.8 メートル以上の幅員 

(6) 排水路その他の排水施設が雨水、流水等を有効に排出すると

ともに、その排出によって墓地の区域内及びその周辺の地域に

いっ水等による被害が生じないような構造及び能力を有し、か

つ、適当に配置されていること。 
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(7) 管理事務所、給水設備、ごみ集積設備及び便所を設けること

。 

(8) 合葬墓（縁故者のいない墳墓から焼骨を改葬し、合わせて埋

蔵するための墳墓をいう。）を設けるよう努めること。 

(9) 移動等円滑化（高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に

関する法律（平成18年法律第91号）第２条第２号に規定する移

動等円滑化をいう。以下同じ。）のために必要な措置を講ずる

よう努めること。 

(10) 第３号の規定により設置する駐車場は、可能な限り平置きと

するよう努めること。 

（納骨堂の構造設備基準） 

第11条 納骨堂の構造設備基準は、次のとおりとする。ただし、市

長が土地の形状その他特別の事由により、公衆衛生その他公共の

福祉の見地から支障がないと認めるときは、この限りでない。 

(1) 納骨設備は、不燃材料を用いること。 

(2) 出入口及び納骨装置は、施錠ができる構造とすること。 

(3) 管理事務所を設けること。 

 (4)  移動等円滑化のために必要な措置を講ずるよう努めること。 

（火葬場の構造設備基準） 

第12条 火葬場の構造設備基準は、次のとおりとする。ただし、市

長が土地の形状その他特別の事由により、公衆衛生その他公共の

福祉の見地から支障がないと認めるときは、この限りでない。 

(1) 周囲は、高さ 1.8 メートル以上の塀又は密植した樹木の垣を

めぐらし、外部と区画すること。 

(2) 事務室、収骨室、死体安置室、灰置場、客用休憩所及び便所
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を設けること。 

(3) 火葬炉には、大気汚染、臭気及び騒音を防止するための十分

な能力を有する設備を設けること。 

(4) 死体安置室内には、洗浄設備及び排水設備を設け、かつ、そ

の出入口は、施錠ができる構造とすること。 

(5) 灰置場の建物の出入口は、施錠ができる構造とすること。 

(6)  移動等円滑化のために必要な措置を講ずるよう努めること。 

（完了検査等） 

第13条 法第10条第１項若しくは第２項又は第５条第１項の許可（

墓地等の廃止の許可を除く。）を受けた者は、当該許可に伴う工

事が完了したときは、規則で定めるところにより市長の検査を受

け、当該墓地等が第８条から前条までに規定する構造設備基準等

に適合していることの確認を受けなければならない。 

２ 前項に規定する者は、同項の確認を受けた後でなければ、当該

墓地等を使用させてはならない。 

第３章 事前協議等 

（財務状況の報告書等の提出） 

第14条 第４条第３項の規定の適用を受ける設置等予定者は、第22

条第２項の規定による届出をしようとする日から起算して60日前

までに、規則で定めるところにより、当該墓地等の設置等に係る

財務の状況に関する事項を記載した報告書その他規則で定める書

類を市長に提出しなければならない。 

（財務状況の事前審査） 

第15条 市長は、前条の規定により提出があった報告書その他規則

で定める書類を審査し、必要があると認めるときは、当該提出し
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た者に必要な助言及び指導を行うことができる。 

２ 市長は、前項の規定による審査を行うに当たっては、当該墓地

等の設置等に係る財務の状況について、第17条第１項に規定する

横浜市墓地等設置財務状況審査会の意見を聴かなければならない

。 

３ 市長は、第１項の規定による審査を行うに当たり、必要がある

と認めるときは、当該提出した者その他関係者に対し意見を聴く

ため出席を求め、及び必要な資料の提出を求めることができる。 

（事前協議） 

第16条 設置等予定者は、当該墓地等の計画について、第22条第２

項の規定による届出をしようとする日から起算して30日前までに

、規則で定めるところにより、市長と協議しなければならない。

ただし、市長が特に理由があると認める場合は、この限りでない

。 

（横浜市墓地等設置財務状況審査会） 

第17条 市長の附属機関として、横浜市に横浜市墓地等設置財務状

況審査会（以下「審査会」という。）を置く。 

２ 審査会は、市長の諮問に応じ、墓地等の設置等に係る財務の状

況に関する事項について調査審議する。 

３ 審査会は、前項に規定する墓地等の設置等に係る財務の状況に

関する事項について、市長に意見を述べることができる。 

（組織） 

第18条 審査会は、委員５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、法律又は財務に関して学識経験のある者その他市長が

必要と認める者のうちから、市長が任命する。 



市第 169 号 

22 

（委員の任期） 

第19条 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合に

おける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第20条 審査会に会長及び副会長１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、審査会を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が

欠けたときは、その職務を代理する。 

（調査審議の非公開） 

第21条 審査会の行う調査審議の手続は、公開しない。 

第４章 計画の公開 

（標識の設置） 

第22条 設置等予定者は、墓地等の敷地の境界線からの水平距離が

110 メートル以内の範囲において、住所を有する者、土地又は建

物を所有する者及び規則で定める者（以下「周辺住民」という。

）に墓地等の設置等の計画について周知を図るため、規則で定め

るところにより、見やすい場所に標識を設置しなければならない

。 

２ 設置等予定者は、前項の規定により標識を設置しようとすると

きは、規則で定めるところにより、あらかじめ、市長に届け出な

ければならない。 

（計画の説明等） 

第23条 設置等予定者は、前条第１項の規定により標識を設置した
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後、規則で定めるところにより、当該墓地等の設置等の計画につ

いて周辺住民に説明しなければならない。この場合において、設

置等予定者は、当該墓地等の設置等の計画について周辺住民の理

解が得られるよう努めなければならない。 

２ 設置等予定者は、前項の規定により当該墓地等の設置等の計画

について周辺住民に説明したときは、規則で定めるところにより

、当該説明した内容（当該説明した内容について質疑応答があっ

た場合には、その内容を含む。）を記載した書面を作成しなけれ

ばならない。 

（説明の報告、標識への記載等） 

第24条 設置等予定者は、前条第１項の規定により説明をしたとき

は、規則で定めるところにより、その概要を市長に報告しなけれ

ばならない。 

２ 設置等予定者は、前項の規定による報告を行うに当たっては、

前条第２項の規定により作成した書面その他規則で定める書類を

添付しなければならない。 

３ 設置等予定者は、周辺住民から請求があった場合には、当該周

辺住民に対し、前項の規定により添付した前条第２項に規定する

書面の写しを配付しなければならない。 

４ 設置等予定者は、第１項の規定による報告を行ったときは、当

該報告を行ったその日のうちに、当該報告の年月日及び次条第１

項の規定による申出の期限を、第22条第１項の規定により設置し

た標識に記載しなければならない。 

第５章 紛争の解決 

第１節 紛争の解決の申出等 
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第25条 周辺住民は、前条第１項の規定による適法な報告があった

日の翌日から起算して30日以内に、当該墓地等の設置等の計画の

次に掲げる事項について意見があるときは、市長に紛争の解決の

申出を行うことができる。 

(1) 墓地等についての公衆衛生その他公共の福祉の見地から考慮

すべき事項（当該設置等予定者の墓地等の設置等に係る財務の

状況に関する事項を除く。） 

(2) 墓地等の構造設備と周辺環境との調和に関する事項 

(3) 墓地等の建設工事の方法等に関する事項 

２ 前項の規定による申出を行った周辺住民及び当該設置等予定者

（以下「紛争当事者」という。）は、互譲により紛争を解決する

よう努めなければならない。 

第２節 紛争の調整 

（紛争の調整の開始等） 

第26条 市長は、前条第１項の規定による申出があったときは、紛

争の調整を開始する。 

２ 市長は、紛争の調整のため必要があると認めるときは、紛争当

事者に対し意見を聴くため出席を求め、及び必要な資料の提出を

求めることができる。 

３ 市長は、紛争当事者双方の主張の要点を確かめ、紛争が公正に

解決されるよう努めなければならない。 

４ 紛争の調整の期間は、前条第１項の規定による申出があった日

の翌日から起算して 180 日とする。 

（紛争の調整の終了） 

第27条 市長は、前条第４項に規定する期間内に紛争が解決したと
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認めたときは、同項の規定にかかわらず、紛争の調整を終了する

。 

 （準用） 

第28条 第21条の規定は、紛争の調整の手続について準用する。 

第３節 調停 

（横浜市墓地等設置紛争調停委員会） 

第29条 市長の附属機関として、横浜市に横浜市墓地等設置紛争調

停委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、市長の付託に応じ調停を行うとともに、市長の諮問

に応じ墓地等の設置等に係る紛争の予防及び調整に関する事項に

ついて調査審議する。 

３ 委員会は、前項の諮問に関連する事項その他墓地等の設置等に

係る紛争の予防及び調整に関する事項について、市長に意見を述

べることができる。 

（調停の付託等） 

第30条 市長は、第26条第４項に規定する期間内に紛争が解決しな

かった場合には、委員会の調停に付する。 

２ 調停の期間は、第26条第４項に規定する期間が経過した日から

起算して 150 日以内とする。 

（小委員会） 

第31条 委員会に付託された調停は、３人以上の委員から成る調停

小委員会（以下「小委員会」という。）を設けて行う。 

２ 小委員会の委員は、委員会の委員のうちから、事件ごとに、会

長が指名する。 

３ 小委員会は、小委員会の委員の互選によって委員長を定め、委
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員長の指揮により調停を行う。 

４ 小委員会は、調停のため必要があると認めるときは、紛争当事

者に対し意見を聴くため出席を求め、及び必要な資料の提出を求

めることができる。 

（措置の勧告） 

第32条 小委員会は、紛争当事者に対し、調停の内容となる事項の

実現を不能にし、又は著しく困難にする行為の制限その他調停の

ために必要と認める措置をとることを勧告することができる。 

（調停案の受諾の勧告） 

第33条 小委員会は、必要に応じ、調停案を作成し、紛争当事者の

双方に対して、期間を定めて、その受諾を勧告することができる

。 

２ 前項の調停案は、小委員会の委員の過半数の意見で作成しなけ

ればならない。 

（調停の終了） 

第34条 小委員会は、前条第１項の規定による勧告をした場合にお

いて、指定した期間内に紛争当事者の双方から受諾する旨の申出

があったときは、調停を終結する。 

２ 小委員会は、調停に係る紛争について紛争当事者間に合意が成

立する見込みがないと認めるときは、小委員会の委員全員の意見

をもって、調停を打ち切ることができる。 

３ 前条第１項の規定による勧告がされた場合において、指定され

た期間内に紛争当事者の双方から受諾する旨の申出がなかったと

きは、当該紛争当事者間の調停は、打ち切られたものとみなす。 

４ 小委員会は、前３項の規定により調停が終了したときは、その
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結果を当該紛争当事者の双方へ通知する。 

（調停終了の報告） 

第35条 小委員会は、調停が終了したときは、その結果を委員会に

報告するものとする。 

２ 委員会は、前項の規定により報告を受けたときは、その結果を

市長に報告するものとする。 

（準用） 

第36条 第18条から第20条までの規定は、委員会について準用する

。この場合において、第18条第１項中「５人以内」とあるのは「

15人以内」と、同条第２項中「又は財務」とあるのは「、都市計

画又は環境の保全」と読み替えるものとする。 

２ 第21条の規定は、委員会及び小委員会の行う調停の手続につい

て準用する。 

第６章 経営管理 

（帳簿の作成等） 

第37条 宗教法人が宗教法人法第６条第１項に規定する公益事業と

して経営する墓地及び公益法人が経営する墓地（以下「事業型墓

地」という。）又は宗教法人が同項に規定する公益事業として経

営する納骨堂及び公益法人が経営する納骨堂（以下「事業型納骨

堂」という。）を設置する者は、当該事業型墓地又は当該事業型

納骨堂の経営に係る一会計年度の収入の額が規則で定める額を超

える場合は、当該事業型墓地又は当該事業型納骨堂の経営に関す

る当該年度の財産目録、収支計算書、貸借対照表及び事業報告書

を作成し、当該年度終了後４月以内に、公認会計士又は監査法人

による監査を受けた上で、それらの写しを市長に提出しなければ
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ならない。 

（契約内容の基準） 

第38条 事業型墓地及び事業型納骨堂の使用に係る契約の内容は、

使用者の権利義務を明確にする等のため、規則で定める基準に適

合したものでなければならない。 

第７章 雑則 

（勧告） 

第39条 市長は、第13条第１項の規定による確認を受けた墓地等が

、第10条から第12条まで（第10条第８号から第10号まで、第11条

第４号及び第12条第６号を除く。）に規定する構造設備基準に適

合しなくなったと認めるときは、当該墓地等を経営する者に対し

、期限を定めて、各条項に適合させるために必要な措置をとるよ

う勧告することができる。 

２ 市長は、第13条第２項の規定に違反している者に対して、期限

を定めて、同項の規定を遵守するよう勧告することができる。 

３ 市長は、前条の規定に違反している者に対して、期限を定めて

、同条に定める基準に適合させるために必要な措置をとるよう勧

告することができる。 

（公表） 

第40条 市長は、前条の規定により勧告を受けた者が、正当な理由

なく当該勧告に従わないときは、その旨を公表することができる

。 

２ 市長は、前項の規定により公表しようとするときは、当該勧告

を受けた者に対し、あらかじめ、その理由を通知するとともに、

意見を述べる機会を与えるものとする。 
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（立入調査） 

第41条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、その職員

に、墓地又は納骨堂に立ち入り、その施設、帳簿、書類その他の

物件を調査させることができる。 

２ 前項の規定により立入調査をする職員は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があったときは、これを提示しなけれ

ばならない。 

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認め

られたものと解釈してはならない。 

（管理者の遵守事項）  

第42条 法第12条の規定により置かれた墓地等の管理者は、次に掲

げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 墓地等を清潔に保持し、掃除及び修理を怠らないこと。 

(2) 火葬場における残骨は、丁寧に扱うこと。 

（委任） 

第43条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要

な事項は、規則で定める。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、規則で定める日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の横浜市墓地等の経営の許可等に関する

条例（以下「新条例」という。）第２章から第５章までの規定は

、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後の新条例

第22条第２項の規定による届出（法第10条第１項の許可の申請に
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係るものに限る。）に係る墓地等について適用し、施行日前のこ

の条例による改正前の横浜市墓地等の経営の許可等に関する条例

（以下「旧条例」という。）第13条第２項の規定による届出（法

第10条第１項の許可の申請に係るものに限る。）に係る墓地等及

びこの条例の施行の際現に存する墓地等については、なお従前の

例による。 

３ 前項の規定にかかわらず、平成15年４月１日から施行日までの

間に法第10条第１項の許可を受けた墓地（旧条例附則第２項の規

定によりなお従前の例によることとされた平成15年４月１日前の

法第10条第１項の許可の申請に係る墓地を除く。）及び旧条例第

13条第２項の規定による届出（法第10条第１項の許可の申請に係

るものに限る。）に係る墓地（以下これらの墓地を「旧条例墓地

」という。）で、施行日以後の当該旧条例墓地内の墳墓を設ける

区域の変更に係る新条例第22条第２項の規定による届出に係るも

のについては、新条例第２章から第５章まで（第７条及び第８条

を除く。）の規定を適用する。ただし、新条例第10条第５号の規

定は、当該旧条例墓地内の墳墓を設ける区域を変更する部分の通

路について適用し、当該旧条例墓地内の墳墓を設ける区域を変更

しない部分の通路については、なお従前の例による。 

４ 第２項の規定にかかわらず、平成15年４月１日前の法第10条第

１項の許可の申請に係る墓地及び旧条例の施行の際現に存する墓

地（以下これらの墓地を「既存墓地」という。）で、施行日以後

の当該既存墓地内の墳墓の数の変更に係る新条例第22条第２項の

規定による届出に係るものについては、新条例第２章から第５章

まで（第７条から第９条まで並びに第10条第２号から第４号まで



市第169号 

31 

 

 

 
及び第７号を除く。）の規定を適用する。ただし、新条例第10条

第５号の規定は、当該既存墓地内の墳墓の数を変更する部分の通

路について適用し、当該既存墓地内の墳墓の数を変更しない部分

の通路については、なお従前の例による。 

５ 第２項の規定にかかわらず、旧条例墓地で、施行日以後の当該

旧条例墓地内の墳墓の数の変更に係る新条例第22条第２項の規定

による届出に係るものについては、新条例第２章から第５章まで

（第７条及び第８条を除く。）の規定を適用する。ただし、新条

例第10条第５号の規定は、当該旧条例墓地内の墳墓の数を変更す

る部分の通路について適用し、当該旧条例墓地内の墳墓の数を変

更しない部分の通路については、なお従前の例による。 

６ 第２項の規定にかかわらず、既存墓地で、施行日以後の当該既

存墓地の区域の変更に係る新条例第22条第２項の規定による届出

に係るものについては、当該変更に係る区域（面積が増加する部

分の区域に限る。）を法第10条第１項の許可を受けて墓地を設置

しようとする区域とみなして新条例第２章から第５章まで（第７

条を除く。）の規定を適用する。この場合において、新条例第10

条第４号中「面積」とあるのは、「面積（平成15年４月１日から

当該墓地の区域を変更しようとするまでの間に法第10条第２項の

許可を受けて既に墓地の区域を変更している場合は、当該変更し

た墓地の区域（面積が増加した部分の区域に限る。）の面積と当

該変更しようとする墓地の区域（面積が増加する部分の区域に限

る。）の面積とを合計した面積）」とする。 

７ 第２項の規定にかかわらず、旧条例墓地で、施行日以後の当該

旧条例墓地の区域の変更に係る新条例第22条第２項の規定による
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届出に係るものについては、新条例第２章から第５章まで（第７

条を除く。）の規定を適用する。ただし、新条例第10条第５号の

規定は、当該旧条例墓地の区域を変更する部分の通路について適

用し、当該旧条例墓地の区域を変更しない部分の通路については

、なお従前の例による。 

８ 第２項の規定にかかわらず、平成15年４月１日前の法第10条第

１項の許可の申請に係る納骨堂又は火葬場及び旧条例の施行の際

現に存する納骨堂又は火葬場で、施行日以後の当該納骨堂又は火

葬場の施設の変更に係る新条例第22条第２項の規定による届出に

係るものについては、新条例第２章から第５章まで（第７条、第

８条、第11条第３号及び第12条第３号を除く。）の規定を適用す

る。 

９ 第２項の規定にかかわらず、平成15年４月１日から施行日まで 

の間に法第10条第１項の許可を受けた納骨堂又は火葬場（旧条例

附則第２項の規定によりなお従前の例によることとされた平成15

年４月１日前の法第10条第１項の許可の申請に係る納骨堂又は火

葬場を除く。）及び旧条例第13条第２項の規定による届出（法第

10条第１項の許可の申請に係るものに限る。）に係る納骨堂又は

火葬場で、施行日以後の当該納骨堂又は火葬場の施設の変更に係

る新条例第22条第２項の規定による届出に係るものについては、

新条例第２章から第５章まで（第７条及び第８条を除く。）の規

定を適用する。 

10 新条例第37条の規定（事業型納骨堂に係る部分に限る。）は、

施行日以後に開始する宗教法人又は公益法人の会計年度に係る帳

簿について適用する。 
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11 この条例の施行の際現に存する墓地等（火葬場を除く。）に係

る新条例第４条第３項、第37条及び第38条の規定の適用について

は、これらの規定に規定する公益法人には、一般社団法人及び一

般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認

定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（

平成18年法律第50号）第42条第１項に規定する特例財団法人を含

むものとする。 

12 新条例第39条及び第40条の規定は、施行日以後に新条例第10条

から第12条までの規定の適用を受ける墓地等について適用し、施

行日前の旧条例第13条第２項の規定による届出（法第10条第１項

の許可の申請に係るものに限る。）に係る墓地等及びこの条例の

施行の際現に存する墓地等については、なお従前の例による。 

13 前項に定めるもののほか、施行日以後に旧条例第９条から第11

条までの規定の適用を受ける墓地等については、新条例第39条第

１項及び第40条の規定を適用する。この場合において、同項中「

第13条第１項」とあるのは「旧条例第12条第１項」と、「第10条

から第12条まで」とあるのは「旧条例第９条から第11条まで」と

する。 

14 新条例第41条の規定は、施行日以後に新条例の規定の適用を受

ける墓地等について適用し、施行日前の旧条例第13条第２項の規

定による届出（法第10条第１項の許可の申請に係るものに限る。

）に係る墓地等及びこの条例の施行の際現に存する墓地等につい

ては、なお従前の例による。 

15 第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に伴

い必要な経過措置は、規則で定める。 
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提 案 理 由 

 墓地等の設置等に係る財務に関する基準を設けるとともに、墓地

等の許可の申請に係る手続を改める等のため、横浜市墓地等の経営

の許可等に関する条例の全部を改正したいので提案する。 
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 参  考  

   横 浜 市 墓 地 等 の 経 営 の 許 可 等 に 関 す る 条 例 （ 現 行 ） 

目 次 

第 １ 章  総 則 （ 第 １ 条 ― 第 ３ 条 ） 

第 ２ 章  墓 地 等 の 経 営 の 許 可 等 の 手 続 及 び 基 準 （ 第 ４ 条 ― 第 12 条

） 

第 ３ 章  計 画 の 公 開 （ 第 13 条 ・ 第 14 条 ） 

第 ４ 章  周 辺 住 民 と の 協 議 （ 第 15 条 ・ 第 16 条 ） 

第 ５ 章  あ っ せ ん （ 第 17 条 ・ 第 18 条 ） 

第 ６ 章  調 停 （ 第 19 条 ― 第 29 条 ） 

第 ７ 章  経 営 管 理 （ 第 30 条 ・ 第 31 条 ） 

第 ８ 章  雑 則 （ 第 32 条 ― 第 36 条 ） 

附 則 

第 １ 章  総 則 

（ 目 的 ） 

第 １ 条  こ の 条 例 は 、 墓 地 、 埋 葬 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 23 年 法 律 第

48 号 。 以 下 「 法 」 と い う 。） 第 10 条 の 規 定 に よ る 墓 地 、 納 骨 堂 又

は 火 葬 場 （ 以 下 「 墓 地 等 」 と い う 。） の 経 営 の 許 可 等 に 係 る 基 準

、 手 続 等 を 定 め る こ と に よ り 、 墓 地 等 の 経 営 が 支 障 な く 行 わ れ 、

市 民 生 活 に お け る 墓 地 等 と 周 辺 環 境 と の 調 和 を 図 る こ と を 目 的 と

す る 。 

（ 定 義 ） 

第 ２ 条  こ の 条 例 に お け る 用 語 の 意 義 は 、 法 の 例 に よ る 。 

（ 計 画 策 定 上 の 配 慮 事 項 ） 

第 ３ 条  法 第 10 条 第 １ 項 の 許 可 を 受 け て 墓 地 等 を 経 営 し よ う と す る
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者 、 同 条 第 ２ 項 の 許 可 を 受 け て 墓 地 の 区 域 又 は 納 骨 堂 若 し く は 火

葬 場 の 施 設 を 変 更 し よ う と す る 者 及 び 次 条 第 ２ 項 の 許 可 を 受 け て

墓 地 内 の 墳 墓 を 設 け る 区 域 又 は 墳 墓 の 数 を 変 更 し よ う と す る 者 は

、 当 該 墓 地 等 に 係 る 計 画 の 策 定 に 当 た っ て は 、 都 市 計 画 法 （ 昭 和

43 年 法 律 第 100 号 ） 第 11 条 の 規 定 に 基 づ き 定 め ら れ た 都 市 計 画 施

設 の 整 備 の 妨 げ に な ら な い よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。 

第 ２ 章  墓 地 等 の 経 営 の 許 可 等 の 手 続 及 び 基 準 

（ 墓 地 等 の 経 営 の 許 可 等 ） 

第 ４ 条  法 第 10 条 第 １ 項 若 し く は 第 ２ 項 又 は 次 項 の 許 可 を 受 け よ う

と す る 者 は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 市 長 に 申 請 し な け れ ば

な ら な い 。 

２  墓 地 内 の 墳 墓 を 設 け る 区 域 又 は 墳 墓 の 数 を 変 更 し よ う と す る 者

は 、 市 長 の 許 可 を 受 け な け れ ば な ら な い 。 

３  市 長 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 請 が 第 ６ 条 か ら 第 11 条 ま で の 規

定 に 適 合 す る 場 合 で な け れ ば 、 法 第 10 条 第 １ 項 若 し く は 第 ２ 項 又

は 前 項 の 許 可 を す る こ と が で き な い 。 

４  市 長 は 、 法 第 10 条 第 １ 項 若 し く は 第 ２ 項 又 は 第 ２ 項 の 許 可 に 公

衆 衛 生 そ の 他 公 共 の 福 祉 の 見 地 か ら 必 要 な 条 件 を 付 す る こ と が で

き る 。 

（ み な し 許 可 に 係 る 届 出 ） 

第 ５ 条  法 第 11 条 第 １ 項 又 は 第 ２ 項 の 規 定 に よ り 墓 地 又 は 火 葬 場 の

新 設 、 変 更 又 は 廃 止 の 許 可 が あ っ た も の と み な さ れ た 墓 地 又 は 火

葬 場 の 経 営 者 は 、 速 や か に 、 そ の 旨 を 市 長 に 届 け 出 な け れ ば な ら

な い 。 

（ 墓 地 等 の 経 営 主 体 ） 
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第 ６ 条  墓 地 等 を 経 営 し よ う と す る 者 は 、 次 の い ず れ か に 該 当 す る

者 で な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 市 長 が 特 に 理 由 が あ る と 認 め る

場 合 は 、 こ の 限 り で な い 。 

(1)  地 方 公 共 団 体 

(2)  宗 教 法 人 法 （ 昭 和 26 年 法 律 第 126 号 ） 第 ４ 条 第 ２ 項 に 規 定 す

る 宗 教 法 人 （ 以 下 「 宗 教 法 人 」 と い う 。） で 、 主 た る 事 務 所 又

は 従 た る 事 務 所 を 横 浜 市 内 に 有 す る も の 

(3)  墓 地 等 の 経 営 を 目 的 と す る 公 益 社 団 法 人 又 は 公 益 財 団 法 人 （

以 下 「 公 益 法 人 」 と い う 。） で 、 主 た る 事 務 所 又 は 従 た る 事 務

所 を 横 浜 市 内 に 有 す る も の 

（ 墓 地 等 の 敷 地 ） 

第 ７ 条  墓 地 等 の 敷 地 は 、 当 該 墓 地 等 を 経 営 し よ う と す る 者 が 、 自

ら 所 有 す る 土 地 で な け れ ば な ら な い 。 た だ し 、 地 方 公 共 団 体 が 墓

地 等 を 経 営 す る 場 合 又 は 市 長 が 特 に 理 由 が あ る と 認 め る 場 合 は 、

こ の 限 り で な い 。 

（ 墓 地 の 設 置 場 所 ） 

第 ８ 条  墓 地 の 設 置 場 所 は 、 当 該 墓 地 が 専 ら 焼 骨 の み を 埋 蔵 す る も

の で あ る 場 合 を 除 き 、 学 校 、 公 園 又 は 住 宅 の 敷 地 か ら 墓 地 の 敷 地

の 境 界 線 ま で の 水 平 距 離 が 110 メ ー ト ル 以 上 で あ り 、 高 燥 で 、 か

つ 、 飲 料 水 を 汚 染 す る お そ れ の な い 土 地 で な け れ ば な ら な い 。 

（ 墓 地 の 構 造 設 備 基 準 ） 

第 ９ 条  墓 地 の 構 造 設 備 基 準 は 、 次 の と お り と す る 。 た だ し 、 市 長

が 、 土 地 の 形 状 そ の 他 特 別 の 事 由 に よ り 、 公 衆 衛 生 そ の 他 公 共 の

福 祉 の 見 地 か ら 支 障 が な い と 認 め る と き は 、 こ の 限 り で な い 。 

(1)  周 囲 は 、 塀 又 は 密 植 し た 樹 木 の 垣 を め ぐ ら し 、 外 部 と 区 画 す
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る こ と 。 

(2)  都 市 計 画 法 第 ７ 条 第 ２ 項 に 規 定 す る 市 街 化 区 域 に 墓 地 を 設 置

す る 場 合 及 び 同 条 第 ３ 項 に 規 定 す る 市 街 化 調 整 区 域 に 面 積 が 10  

  ,000 平 方 メ ー ト ル 未 満 の 墓 地 を 設 置 す る 場 合 は 当 該 墓 地 の 面 積

の 30 パ ー セ ン ト 以 上 の 、 同 項 に 規 定 す る 市 街 化 調 整 区 域 に 面 積

が 10,000 平 方 メ ー ト ル 以 上 の 墓 地 を 設 置 す る 場 合 は 当 該 墓 地 の

面 積 の 35 パ ー セ ン ト （ 当 該 墓 地 を 設 置 し よ う と す る 区 域 に 、 既

に 当 該 墓 地 の 面 積 の 50 パ ー セ ン ト 以 上 に 相 当 す る 面 積 の 緑 地 が

あ る 場 合 は 40 パ ー セ ン ト ） 以 上 の 緑 地 を 、 規 則 で 定 め る 基 準 に

従 い 、 設 け る こ と 。 

(3)  墳 墓 の 数 に 0.05 を 乗 じ て 得 た 数 以 上 の 数 の 自 動 車 を 収 容 で き

る 駐 車 場 を 設 け る こ と 。 

(4)  面 積 が 3,000 平 方 メ ー ト ル 以 上 の 墓 地 に あ っ て は 、 墓 地 の 駐 車

場 の 出 入 口 が 、 幅 員 4.5 メ ー ト ル 以 上 の 道 路 （ 道 路 法 （ 昭 和 27

年 法 律 第 180 号 ） 第 ３ 条 第 ２ 号 か ら 第 ４ 号 ま で に 規 定 す る 道 路

を い う 。） に 接 し て い る こ と 。 

(5)  コ ン ク リ ー ト 、 石 、 れ ん が 等 で 築 造 し 、 又 は 小 石 を 敷 い た １

メ ー ト ル 以 上 の 幅 員 を 有 す る 通 路 を 設 け る こ と 。 

(6)  排 水 路 そ の 他 の 排 水 施 設 が 、 雨 水 、 流 水 等 を 有 効 に 排 出 す る

と と も に 、 そ の 排 出 に よ っ て 墓 地 の 区 域 内 及 び そ の 周 辺 の 地 域

に い っ 水 等 に よ る 被 害 が 生 じ な い よ う な 構 造 及 び 能 力 を 有 し 、

か つ 、 適 当 に 配 置 さ れ て い る こ と 。 

(7)  管 理 事 務 所 、 給 水 設 備 、 ご み 集 積 設 備 及 び 便 所 を 設 け る こ と

。 

（ 納 骨 堂 の 構 造 設 備 基 準 ） 
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第 10 条  納 骨 堂 の 構 造 設 備 基 準 は 、 次 の と お り と す る 。 た だ し 、 市

長 が 、 土 地 の 形 状 そ の 他 特 別 の 事 由 に よ り 、 公 衆 衛 生 そ の 他 公 共

の 福 祉 の 見 地 か ら 支 障 が な い と 認 め る と き は 、 こ の 限 り で な い 。 

(1)  納 骨 設 備 は 、 不 燃 材 料 を 用 い る こ と 。 

(2)  出 入 口 及 び 納 骨 装 置 は 、 施 錠 が で き る 構 造 と す る こ と 。 

(3)  管 理 事 務 所 を 設 け る こ と 。 

（ 火 葬 場 の 構 造 設 備 基 準 ） 

第 11 条  火 葬 場 の 構 造 設 備 基 準 は 、 次 の と お り と す る 。 た だ し 、 市

長 が 、 土 地 の 形 状 そ の 他 特 別 の 事 由 に よ り 、 公 衆 衛 生 そ の 他 公 共

の 福 祉 の 見 地 か ら 支 障 が な い と 認 め る と き は 、 こ の 限 り で な い 。 

(1)  周 囲 は 、 高 さ 1.8 メ ー ト ル 以 上 の 塀 又 は 密 植 し た 樹 木 の 垣 を

め ぐ ら し 、 外 部 と 区 画 す る こ と 。 

(2)  事 務 室 、 収 骨 室 、 死 体 安 置 室 、 灰 置 場 、 客 用 休 憩 所 及 び 便 所

を 設 け る こ と 。 

(3)  火 葬 炉 に は 、 大 気 汚 染 、 臭 気 及 び 騒 音 を 防 止 す る た め の 十 分

な 能 力 を 有 す る 設 備 を 設 け る こ と 。 

(4)  死 体 安 置 室 内 に は 、 洗 浄 設 備 及 び 排 水 設 備 を 設 け 、 か つ 、 そ

の 出 入 口 は 、 施 錠 が で き る 構 造 と す る こ と 。 

(5)  灰 置 場 の 建 物 の 出 入 口 は 、 施 錠 が で き る 構 造 と す る こ と 。 

（ 工 事 の 完 了 検 査 等 ） 

第 12 条  法 第 10 条 第 １ 項 若 し く は 第 ２ 項 又 は 第 ４ 条 第 ２ 項 の 許 可 （

墓 地 等 の 廃 止 の 許 可 を 除 く 。） を 受 け た 者 は 、 当 該 許 可 に 伴 う 工

事 が 完 了 し た と き は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 市 長 の 検 査 を 受

け 、 当 該 墓 地 等 が 第 ７ 条 か ら 前 条 ま で に 規 定 す る 構 造 設 備 基 準 等

に 適 合 し て い る こ と の 確 認 を 受 け な け れ ば な ら な い 。 
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２  前 項 の 検 査 を 受 け た 者 は 、 同 項 の 確 認 を 受 け た 後 で な け れ ば 、

当 該 墓 地 等 を 使 用 さ せ て は な ら な い 。 

第 ３ 章  計 画 の 公 開 

（ 標 識 の 設 置 ） 

第 13 条  第 ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 申 請 し よ う と す る 者 （ 墓 地 等 の

廃 止 の 許 可 を 申 請 し よ う と す る 者 を 除 く 。 以 下 「 設 置 等 予 定 者 」

と い う 。） は 、 あ ら か じ め 、 墓 地 等 の 敷 地 の 境 界 線 か ら の 水 平 距

離 が 110 メ ー ト ル 以 内 の 範 囲 に お い て 、 住 所 を 有 す る 者 、 土 地 又

は 建 物 を 所 有 す る 者 及 び 規 則 で 定 め る 者 （ 以 下 「 周 辺 住 民 」 と い

う 。） に 墓 地 等 の 設 置 等 の 計 画 に つ い て 周 知 を 図 る た め 、 規 則 で

定 め る と こ ろ に よ り 、 見 や す い 場 所 に 標 識 を 設 置 し な け れ ば な ら

な い 。 

２  設 置 等 予 定 者 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 標 識 を 設 置 し た と き は 、 速

や か に 、 そ の 旨 を 市 長 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。 

（ 計 画 の 説 明 ） 

第 14 条  設 置 等 予 定 者 は 、 前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 標 識 を 設 置 し た

後 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 墓 地 等 の 設 置 等 の 計 画 に つ

い て 周 辺 住 民 に 説 明 し な け れ ば な ら な い 。 

２  設 置 等 予 定 者 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 説 明 を 行 っ た と き は 、 速 や

か に 、 そ の 概 要 を 市 長 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

第 ４ 章  周 辺 住 民 と の 協 議 

（ 自 主 的 解 決 ） 

第 15 条  設 置 等 予 定 者 及 び 周 辺 住 民 は 、 墓 地 等 の 設 置 等 に 際 し て 紛

争 が 生 じ た 場 合 は 、 相 互 の 立 場 を 尊 重 し 、 自 主 的 に 解 決 す る よ う

努 め な け れ ば な ら な い 。 
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（ 周 辺 住 民 と の 協 議 ） 

第 16 条  設 置 等 予 定 者 は 、 周 辺 住 民 か ら 、 規 則 で 定 め る 期 間 内 に 、

次 に 掲 げ る 事 項 に つ い て 協 議 の 申 出 が あ っ た と き は 、 こ れ に 応 じ

な け れ ば な ら な い 。 

(1)  墓 地 等 に つ い て の 公 衆 衛 生 そ の 他 公 共 の 福 祉 の 見 地 か ら 考 慮

す べ き 事 項 

(2)  墓 地 等 の 構 造 設 備 と 周 辺 環 境 と の 調 和 に 関 す る 事 項 

(3)  墓 地 等 の 建 設 工 事 の 方 法 等 に 関 す る 事 項 

２  設 置 等 予 定 者 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 協 議 を 行 っ た と き は 、 速 や

か に 、 そ の 概 要 を 市 長 に 報 告 し な け れ ば な ら な い 。 

第 ５ 章  あ っ せ ん 

（ あ っ せ ん ） 

第 17 条  市 長 は 、 前 条 第 １ 項 第 １ 号 及 び 第 ２ 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い

て の 紛 争 に あ っ て は 設 置 等 予 定 者 及 び 周 辺 住 民 の 双 方 か ら 、 同 項

第 ３ 号 に 掲 げ る 事 項 に つ い て の 紛 争 に あ っ て は 設 置 等 予 定 者 、 第

４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 申 請 し た 者 、 法 第 10 条 第 １ 項 若 し く は 第

２ 項 又 は 第 ４ 条 第 ２ 項 の 許 可 を 受 け た 者 の う ち い ず れ か の 者 及 び

周 辺 住 民 （ 以 下 「 紛 争 当 事 者 」 と い う 。） の 双 方 か ら 調 整 の 申 出

が あ っ た と き は 、 あ っ せ ん を 行 う 。 

２  市 長 は 、 紛 争 当 事 者 の 一 方 か ら 、 前 条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 事 項

に つ い て の 紛 争 の 調 整 の 申 出 が あ っ た 場 合 に お い て 、 相 当 な 理 由

が あ る と 認 め る と き は 、 あ っ せ ん を 行 う 。 

３  前 ２ 項 の 申 出 は 、 当 該 申 出 に よ り 調 整 を 求 め る 紛 争 が 、 前 条 第

１ 項 第 １ 号 及 び 第 ２ 号 に 掲 げ る 事 項 に 係 る も の で あ る と き は 第 ４

条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 申 請 を 行 う 前 ま で に 、 前 条 第 １ 項 第 ３ 号 に
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掲 げ る 事 項 に 係 る も の で あ る と き は 第 12 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 市

長 の 検 査 を 受 け る 前 ま で に 行 わ な け れ ば な ら な い 。 

４  市 長 は 、 あ っ せ ん の た め 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 紛 争 当 事

者 に 対 し 意 見 を 聴 く た め 出 席 を 求 め 、 及 び 必 要 な 資 料 の 提 出 を 求

め る こ と が で き る 。 

５  市 長 は 、 紛 争 当 事 者 間 を あ っ せ ん し 、 双 方 の 主 張 の 要 点 を 確 か

め 、 紛 争 が 公 正 に 解 決 さ れ る よ う 努 め な け れ ば な ら な い 。 

（ あ っ せ ん の 打 切 り ） 

第 18 条  市 長 は 、 あ っ せ ん に 係 る 紛 争 に つ い て 、 あ っ せ ん に よ っ て

は 紛 争 の 解 決 の 見 込 み が な い と 認 め る と き は 、 あ っ せ ん を 打 ち 切

る こ と が で き る 。 

第 ６ 章  調 停 

（ 横 浜 市 墓 地 等 設 置 紛 争 調 停 委 員 会 ） 

第 19 条  市 長 の 附 属 機 関 と し て 、 横 浜 市 に 横 浜 市 墓 地 等 設 置 紛 争 調

停 委 員 会 （ 以 下 「 委 員 会 」 と い う 。） を 置 く 。 

２  委 員 会 は 、 市 長 の 付 託 に 応 じ 調 停 を 行 う と と も に 、 市 長 の 諮 問

に 応 じ 墓 地 等 の 設 置 等 に 係 る 紛 争 の 予 防 及 び 調 整 に 関 す る 事 項 に

つ い て 調 査 審 議 す る 。 

３  委 員 会 は 、 前 項 の 諮 問 に 関 連 す る 事 項 そ の 他 墓 地 等 の 設 置 等 に

係 る 紛 争 の 予 防 及 び 調 整 に 関 す る 事 項 に つ い て 、 市 長 に 意 見 を 述

べ る こ と が で き る 。 

（ 組 織 ） 

第 20 条  委 員 会 は 、 委 員 15 人 以 内 を も っ て 組 織 す る 。 

２  委 員 は 、 法 律 、 都 市 計 画 又 は 環 境 の 保 全 に 関 し て 学 識 経 験 の あ

る 者 そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 者 の う ち か ら 、 市 長 が 任 命 す る 。 
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（ 委 員 の 任 期 ） 

第 21 条  委 員 の 任 期 は 、 ３ 年 と す る 。 た だ し 、 委 員 が 欠 け た 場 合 に

お け る 補 欠 の 委 員 の 任 期 は 、 前 任 者 の 残 任 期 間 と す る 。 

２  委 員 は 、 再 任 さ れ る こ と が で き る 。 

（ 会 長 及 び 副 会 長 ） 

第 22 条  委 員 会 に 会 長 及 び 副 会 長 １ 人 を 置 く 。 

２  会 長 及 び 副 会 長 は 、 委 員 の 互 選 に よ っ て 定 め る 。 

３  会 長 は 、 委 員 会 を 代 表 し 、 会 務 を 総 理 す る 。 

４  副 会 長 は 、 会 長 を 補 佐 し 、 会 長 に 事 故 が あ る と き 、 又 は 会 長 が

欠 け た と き は 、 そ の 職 務 を 代 理 す る 。 

（ 小 委 員 会 ） 

第 23 条  委 員 会 に 付 託 さ れ た 調 停 は 、 ３ 人 以 上 の 委 員 か ら 成 る 調 停

小 委 員 会 （ 以 下 「 小 委 員 会 」 と い う 。） を 設 け て 行 う 。 

２  小 委 員 会 の 委 員 は 、 委 員 会 の 委 員 の う ち か ら 、 事 件 ご と に 、 会

長 が 指 名 す る 。 

３  小 委 員 会 は 、 小 委 員 会 の 委 員 の 互 選 に よ っ て 委 員 長 を 定 め 、 委

員 長 の 指 揮 に よ り 調 停 を 行 う 。 

４  小 委 員 会 は 、 調 停 の た め 必 要 が あ る と 認 め る と き は 、 紛 争 当 事

者 に 対 し 意 見 を 聴 く た め 出 席 を 求 め 、 及 び 必 要 な 資 料 の 提 出 を 求

め る こ と が で き る 。 

（ 調 停 の 申 出 ） 

第 24 条  市 長 は 、 紛 争 当 事 者 の 双 方 か ら 、 第 16 条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ

る 事 項 に つ い て の 調 停 の 申 出 が あ っ た と き は 、 委 員 会 の 調 停 に 付

す る こ と が で き る 。 

２  市 長 は 、 紛 争 当 事 者 の 一 方 か ら 、 第 16 条 第 １ 項 各 号 に 掲 げ る 事
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項 に つ い て の 調 停 の 申 出 が あ っ た 場 合 に お い て 、 相 当 な 理 由 が あ

る と 認 め る と き は 、 他 の 紛 争 当 事 者 に 対 し て 、 調 停 に 付 す る こ と

に 合 意 す る よ う 勧 告 す る こ と が で き る 。 

３  第 17 条 第 ３ 項 の 規 定 は 、 前 ２ 項 の 申 出 に つ い て 準 用 す る 。 

（ 調 停 前 の 措 置 ） 

第 25 条  小 委 員 会 は 、 調 停 前 に 、 紛 争 当 事 者 に 対 し 、 調 停 の 内 容 と

な る 事 項 の 実 現 を 不 能 に し 、 又 は 著 し く 困 難 に す る 行 為 の 制 限 そ

の 他 調 停 の た め に 必 要 と 認 め る 措 置 を と る こ と を 勧 告 す る こ と が

で き る 。 

（ 調 停 案 の 受 諾 の 勧 告 ） 

第 26 条  小 委 員 会 は 、 必 要 に 応 じ 、 調 停 案 を 作 成 し 、 紛 争 当 事 者 に

対 し て 、 期 間 を 定 め て 、 そ の 受 諾 を 勧 告 す る こ と が で き る 。 

２  前 項 の 調 停 案 は 、 小 委 員 会 の 委 員 の 過 半 数 の 意 見 で 作 成 し な け

れ ば な ら な い 。 

（ 調 停 の 打 切 り ） 

第 27 条  小 委 員 会 は 、 調 停 に 係 る 紛 争 に つ い て 紛 争 当 事 者 間 に 合 意

が 成 立 す る 見 込 み が な い と 認 め る と き は 、 小 委 員 会 の 委 員 全 員 の

意 見 を も っ て 、 調 停 を 打 ち 切 る こ と が で き る 。 

２  前 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 勧 告 が さ れ た 場 合 に お い て 、 指 定 さ れ

た 期 間 内 に 紛 争 当 事 者 の 双 方 か ら 受 諾 す る 旨 の 申 出 が な か っ た と

き は 、 当 該 紛 争 当 事 者 間 の 調 停 は 、 打 ち 切 ら れ た も の と み な す 。 

（ 調 停 の 非 公 開 ） 

第 28 条  委 員 会 及 び 小 委 員 会 の 行 う 調 停 は 、 公 開 し な い 。 

（ 調 停 終 了 の 報 告 ） 

第 29 条  小 委 員 会 は 、 調 停 が 終 了 し た と き は 、 そ の 結 果 を 委 員 会 に
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報 告 す る も の と す る 。 

２  委 員 会 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 報 告 を 受 け た と き は 、 そ の 結 果 を

市 長 に 報 告 す る も の と す る 。 

第 ７ 章  経 営 管 理 

（ 帳 簿 の 作 成 等 ） 

第 30 条  宗 教 法 人 が 宗 教 法 人 法 第 ６ 条 第 １ 項 に 規 定 す る 公 益 事 業 と

し て 経 営 す る 墓 地 及 び 公 益 法 人 が 経 営 す る 墓 地 （ 以 下 「 事 業 型 墓

地 」 と い う 。） を 設 置 す る 者 は 、 当 該 事 業 型 墓 地 の 経 営 に 係 る 一

会 計 年 度 の 収 入 の 額 が 規 則 で 定 め る 額 を 超 え る 場 合 は 、 当 該 事 業

型 墓 地 の 経 営 に 関 す る 当 該 年 度 の 財 産 目 録 、 収 支 計 算 書 、 貸 借 対

照 表 及 び 事 業 報 告 書 を 作 成 し 、 当 該 年 度 終 了 後 ４ 月 以 内 に 、 公 認

会 計 士 又 は 監 査 法 人 に よ る 監 査 を 受 け た 上 で 、 そ れ ら の 写 し を 市

長 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。 

（ 契 約 内 容 の 基 準 ） 

第 31 条  事 業 型 墓 地 、 宗 教 法 人 が 宗 教 法 人 法 第 ６ 条 第 １ 項 に 規 定 す

る 公 益 事 業 と し て 経 営 す る 納 骨 堂 及 び 公 益 法 人 が 経 営 す る 納 骨 堂

の 使 用 に 係 る 契 約 の 内 容 は 、 使 用 者 の 権 利 義 務 を 明 確 に す る 等 の

た め 、 規 則 で 定 め る 基 準 に 適 合 し た も の で な け れ ば な ら な い 。 

第 ８ 章  雑 則 

（ 勧 告 ） 

第 32 条  市 長 は 、 第 13 条 第 １ 項 、 第 14 条 第 １ 項 、 第 16 条 第 １ 項 又 は

前 条 の 規 定 に 違 反 し て い る 者 に 対 し て 、 期 限 を 定 め て 、 各 条 項 に

定 め る 措 置 を と る よ う 勧 告 す る こ と が で き る 。 

２  市 長 は 、 第 12 条 第 ２ 項 の 規 定 に 違 反 し て い る 者 に 対 し て 、 期 限

を 定 め て 、 同 項 の 規 定 を 遵 守 す る よ う 勧 告 す る こ と が で き る 。 
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（ 公 表 ） 

第 33 条  市 長 は 、 前 条 の 規 定 に よ り 勧 告 を 受 け た 者 が 、 正 当 な 理 由

な く 当 該 勧 告 に 従 わ な い と き は 、 そ の 旨 を 公 表 す る こ と が で き る

。 

２  市 長 は 、 前 項 の 規 定 に よ り 公 表 し よ う と す る と き は 、 当 該 勧 告

を 受 け た 者 に 対 し 、 あ ら か じ め 、 そ の 理 由 を 通 知 す る と と も に 、

意 見 を 述 べ る 機 会 を 与 え る も の と す る 。 

（ 立 入 調 査 ） 

第 34 条  市 長 は 、 こ の 条 例 の 施 行 に 必 要 な 限 度 に お い て 、 そ の 職 員

に 、 墓 地 又 は 納 骨 堂 に 立 ち 入 り 、 そ の 施 設 、 帳 簿 、 書 類 そ の 他 の

物 件 を 調 査 さ せ る こ と が で き る 。 

２  前 項 の 規 定 に よ り 立 入 調 査 を す る 職 員 は 、 そ の 身 分 を 示 す 証 明

書 を 携 帯 し 、 関 係 者 の 請 求 が あ っ た と き は 、 こ れ を 提 示 し な け れ

ば な ら な い 。 

３  第 １ 項 の 規 定 に よ る 立 入 調 査 の 権 限 は 、 犯 罪 捜 査 の た め に 認 め

ら れ た も の と 解 釈 し て は な ら な い 。 

（ 管 理 者 の 遵 守 事 項 ） 

第 35 条  法 第 12 条 の 規 定 に よ り 置 か れ た 墓 地 等 の 管 理 者 は 、 次 に 掲

げ る 事 項 を 遵 守 し な け れ ば な ら な い 。 

(1)  墓 地 等 を 清 潔 に 保 持 し 、 掃 除 及 び 修 理 を 怠 ら な い こ と 。 

(2)  火 葬 場 に お け る 残 骨 は 、 丁 寧 に 扱 う こ と 。 

（ 委 任 ） 

第 36 条  こ の 条 例 に 定 め る も の の ほ か 、 こ の 条 例 の 施 行 に 関 し 必 要

な 事 項 は 、 規 則 で 定 め る 。 

   附  則 
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 （ 施 行 期 日 ） 

１  こ の 条 例 は 、 平 成 15 年 ４ 月 １ 日 か ら 施 行 す る 。 

 （ 経 過 措 置 ） 

２  第 ２ 章 か ら 第 ６ 章 ま で の 規 定 は 、 こ の 条 例 の 施 行 の 日 （ 以 下 「

施 行 日 」 と い う 。） 以 後 の 第 ４ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ る 法 第 10 条 第

１ 項 の 許 可 の 申 請 に 係 る 墓 地 等 に つ い て 適 用 し 、 施 行 日 前 の 同 項

の 許 可 の 申 請 に 係 る 墓 地 等 及 び こ の 条 例 の 施 行 の 際 現 に 存 す る 墓

地 等 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。 

   （ 第 ３ 項 か ら 第 ６ 項 ま で 省 略 ） 


